
為替週間展望＝ドル円は１０３～１０４円台での推移が継続か

　　　　　　　　　　［１２月１４日からの１週間の展望］

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

　　　週間高低（カッコ内は日）　　　　　　    12 月 7 日～ 12 月 11 日

　　　　　　　始　値　　高　値　　  　安　値　     終　値　 前週比

ドル・円　　  104.17   104.58(10)    103.92( 7)    104.04   -0.13

ユーロ・ドル  1.2122   1.2166( 7)    1.2059( 9)    1.2159   +0.0038

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

国内株・金利／米国株・金利

                   終　値　　前週末比　　　　 　　　　   　 終　値　 前週末比

日経平均株価    26,652.52      -98.72     日本10年債利回り   0.013   -0.011

ダウ平均株価    29,999.26     -219.00     米10年債利回り     0.906   -0.060

＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝＝

＜来週の主要経済統計等＞

１４日　日銀短観（１２月調査）

　　　　日本１０月鉱工業生産指数確報値

　　　　ユーロ圏１０月鉱工業生産指数

１５日　中国１１月鉱工業生産指数、中国１１月小売売上高

　　　　英１１月雇用統計

　　　　スイス１１月生産者・輸入価格

　　　　カナダ１０月製造業出荷

　　　　米１２月ＮＹ連銀製造業景気指数、米１１月輸入価格指数

　　　　米１１月鉱工業生産・設備稼働率

　　　　米１０月対米証券投資

１６日　ＮＺ第３四半期経常収支

　　　　日本１１月貿易収支

　　　　英１１月消費者物価指数、英１１月生産者物価指数、英１１月小売物価指数

　　　　独１２月製造業ＰＭＩ速報値、独１２月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏１２月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１２月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　英１２月製造業ＰＭＩ速報値、英１２月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　ユーロ圏１０月貿易収支

　　　　カナダ１０月卸売売上高、カナダ１１月消費者物価指数

　　　　米１１月小売売上高

　　　　米１２月製造業ＰＭＩ速報値、米１２月非製造業ＰＭＩ速報値

　　　　米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ：１５～１６日）政策金利発表

　　　　パウエルＦＲＢ議長記者会見

１７日　ＮＺ第３四半期国内総生産（ＧＤＰ）

　　　　豪１１月雇用統計

　　　　スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利

　　　　ユーロ圏１１月消費者物価指数

　　　　英中銀（ＢＯＥ）政策金利

　　　　米１１月住宅着工・許可件数

　　　　米新規失業保険申請件数、米１２月フィラデルフィア連銀景況指数

１８日　ＮＺ１１月貿易収支

　　　　日本１１月消費者物価指数

　　　　日銀金融政策決定会合（１７～１８日）金融政策発表

　　　　黒田日銀総裁記者会見

　　　　英１１月小売売上高

　　　　独１１月生産者物価指数

　　　　ユーロ圏１０月経常収支
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　　　　独１２月ｉｆｏ景況感指数

　　　　米第３四半期経常収支

　　　　カナダ１０月小売売上高

　　　　米１１月景気先行指数

－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－－

【前回のレビュー】ドル円は１０４円を割り込み、１０３．６７近辺まで一時下落し

た。その後は１０３円台後半でのもみ合いを見せており、上値が重いものの、方向感が

出にくく、１０３～１０４円台を中心に一進一退の動きが継続するとした。

　　　　

【英国でワクチンの接種開始】

　英国で８日に米ファイザーのワクチンの接種が始まったことを受けて、経済活動が正

常化へ向けて動き出すとの期待感も高まり、８日にＮＹダウ、Ｓ＆Ｐ５００、ナスダッ

クの主要３指数はそろって過去最高値を更新した。

　もっとも、米国では新型コロナウイルスへの追加経済対策に関する協議はまだ決着し

ていない。これを受けて９日の米国株は反落している。１０日はもみ合いで小動きとな

るなど、高値圏で小康状態となっている。

　新型コロナウイルスのワクチン実用化への期待感などを背景に米国株は上昇を続けて

きて、リスク選好のドル売りの動きが続いてきた。ドルインデックスは４日に９０．４

７６まで一時下落したが、その後は下げが一服している。ユーロドルは４日に１．２１

７８近辺まで上昇したものの、その後は高値圏でのもみ合いとなっている。

　米国では新型コロナウイルスの感染再拡大が続いている。ワクチン実用化への期待感

も広がっているものの、感染拡大にも歯止めがかかっていない。このため、一部の州や

都市では外出制限措置が実施されるなど、景気への悪影響が警戒されている。米経済指

標の悪化が顕在化すると、株価にも重石となり、通貨市場ではリスク回避のドル買いに

つながりそうだ。

　１５～１６日の米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ）では、追加緩和に動くと見る向き

もある。国債や住宅ローン担保証券（ＭＢＳ）の購入ペースの拡大なども議論の対象と

なる可能性がある。もっとも、現在の米国経済に必要なのは追加の経済対策であり、政

権交代前でもあることで金融緩和の一段の拡大は見送りとなりそうだ。国債購入に関し

て、期間や年限などを含むガイダンスの変更にとどまるとの見方が強い。１７～１８日

の日銀金融政策決定会合では金融政策に変更はないとみられる。

　米国株は高値圏でもみ合い、米１０年物国債利回りは０．９０～０．９６％台での推

移となっている。こうした中、ドル円は１０４円台を中心とする動きが継続している。

リスク選好ではドル売りと円売り、リスク回避ではドル買いと円買いに傾き、ドルと円

が同じ方向に動く流れは続いている。このため、ドル円は一方的な動きになりにくく

なっている。ドル円の方向感の出にくい動きは続くとみられる。１０３円台からの大き

な崩れは起こりにくいとみられ、１０３～１０４円台での推移が継続することとなりそ

うだ。ドル円の目先の予想レンジは、１０３．００～１０５．５０円。

　今後の日米の経済指標やイベントとしては、１４日に日銀短観（１２月調査）、日本

１０月鉱工業生産指数確報値、１５日に米１２月ＮＹ連銀製造業景気指数、米１１月輸

入価格指数、米１１月鉱工業生産・設備稼働率、米１０月対米証券投資、１６日に日本

１１月貿易収支、米１１月小売売上高、米１２月製造業ＰＭＩ速報値、米１２月非製造

業ＰＭＩ速報値、米連邦公開市場委員会（ＦＯＭＣ：１５～１６日）政策金利発表、パ

ウエルＦＲＢ議長記者会見、１７日に米１１月住宅着工・許可件数、米新規失業保険申

請件数、米１２月フィラデルフィア連銀景況指数、１８日に日本１１月消費者物価指

数、日銀金融政策決定会合（１７～１８日）金融政策発表、黒田日銀総裁記者会見、米

第３四半期経常収支、米１１月景気先行指数などがある。

【ユーロドルは底堅い動きか】

　１０日に開催された欧州中央銀行（ＥＣＢ）理事会では、政策金利は据え置きとなっ

た。パンデミック緊急購入プログラム（ＰＥＰＰ）は５０００億ユーロ拡大して、１兆

８５００億ユーロに拡大された。資産の購入期限も２０２１年６月末から２０２２年３



月末まで延長される。長期資金供給オペ（ＴＬＴＲＯ）については、期限を２０２２年

６月まで１年延長することを決めた。ラガルド総裁は記者会見で、「新型コロナウイル

スの感染再拡大やそれに対する抑制策が経済活動の制限につながっている」などと述べ

た。

　ユーロドルは１．２１台後半まで上昇した後は上げ一服となっていたが、ＥＣＢ理事

会やラガルド総裁の記者会見の後は上下に振幅した後に堅調な動きを見せており、１．

２１台半ばで上昇している。ＥＣＢの追加緩和の規模はおおむね市場の想定の範囲内に

とどまったとみられる。ユーロドルは底堅い地合いを継続しており、緩やかに上値を追

う展開になるとなりそうだ。ユーロドルの目先の予想レンジは、１．２０００～１．２

３００ドル。

　日米以外の今後の経済指標やイベントは、１４日にユーロ圏１０月鉱工業生産指数、

１５日に中国１１月鉱工業生産指数、中国１１月小売売上高、英１１月雇用統計、スイ

ス１１月生産者・輸入価格、カナダ１０月製造業出荷、１６日にＮＺ第３四半期経常収

支、日本１１月貿易収支、英１１月消費者物価指数、英１１月生産者物価指数、英１１

月小売物価指数、独１２月製造業ＰＭＩ速報値、独１２月非製造業ＰＭＩ速報値、ユー

ロ圏１２月製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１２月非製造業ＰＭＩ速報値、英１２月製造

業ＰＭＩ速報値、英１２月非製造業ＰＭＩ速報値、ユーロ圏１０月貿易収支、カナダ１

０月卸売売上高、カナダ１１月消費者物価指数、１７日にＮＺ第３四半期国内総生産

（ＧＤＰ）、豪１１月雇用統計、スイス銀行（ＳＮＢ）政策金利、ユーロ圏１１月消費

者物価指数、英中銀（ＢＯＥ）政策金利、１８日にＮＺ１１月貿易収支、英１１月小売

売上高、独１１月生産者物価指数、ユーロ圏１０月経常収支、独１２月ＩＦＯ景況感指

数、カナダ１０月小売売上高などがある。
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